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学連 プロジ クトの Patent metricsを用いた新 プロジ クト評価法

の 発 社会的 果に関する考察 

 
 大学）、 本 株 会社パテント・リザルト） 

 

研究 要  

々は、 学連 プロジ クトのエ デンスに基づいた新しいプロジ クト評価法を確 することを

目的に研究を行った。 的には、 科学 調 費で された研究課題のう 、特に科学

の 用化、事業化を志向するような 学連 大 プロジ クトに を て、 観的 に基づく科学

イノ ー ン 策の に中 的に 与しうる新たな 析手法や デル分析、集計指 等の

発を目的に研究を した。 

このような新たな 析手法を用いた上で、 事業の性 を まえ同様の 学連 大 プロジ クトを

画する に参考となるような研究 果に基づく新 プロジ クト評価法を することにより、このよ

うなプロジ クトの社会的 果の 、 題 や 策 を行いたい。 

 

景  

年、大学や公的研究機関においる 用研究や 発研究が重 され、 学連 を目的とした、あるいは

から 学 働で するようなプロジ クトに公的 的研究資金が されている。科研費

のような基 研究の研究 果の多くは、査 き論文として研究が されるとす に公 され、査

論文を対象とする科学計 学的 析が でき一方、このような 学連 研究の場合は、 業 が事業

化しなけれ ならないため、論文 を する 向は基 研究に て消 的であり、その研究 果

として最 に 現される対象は、多くは特 出 になる。最 では大学や TLOに対する特 関連業務に

対する 金が れ、大学や公的研究機関からの特 出 も いてきているが、このような 学

連 プロジ クトの研究 果は、特 出 の や内容よりも が重 されてきた 向は めない。日

本 内において大学や公的研究機関で特 が活発に行 れるようになったのは、日本 バイドール

法が 年に 行されてからであり、 が いからか特 を用いた定 的な公的研究プロジ ク

トの評価は と ど行 れていない。 

一方、大学や公的研究機関から出 された特 を用いて事業化を行うような大学 ンチャーに 資を行

う ンチャーキャ タル VC）は、 のものとも山のものとも からない大学発特 について中 をす

て精査するのではなく、特 の 過情報など 観的なデータの活用により、ある の足きりを行っ

た 、 資する 件について精査する方法を っている VCもある。 

々は、このような特 評価の方法論を 用して、 学連 プロジ クトのエ デンスに基づいた新

しいプロジ クト評価法を確 することを目的に研究を行った。なお、特 価 の評価には、パテント

リザルト社の を ぎ、同社のアル リ を 用し行った。 

同社はパテントスコアを れる自動特 評価 ステ を 自 発し、このパテントスコアは、主に

用価 が低い特 のスクリー ングに 用され、 な 持年金 いの 、い ゆる特 の し

に 用される。また、 合他社を めた 分 別の特 のパテントスコア 合計を 出し、 合分

析にも活用されている。さらには、 業の 務データや 確 とパテントスコアの相関などが研究さ

れており、 業 の受 研究 果として公 されている 1),2),3)。 

パテントスコアは、特 出 の 査 過情報をもとに、 別特 の 目 をスコアリング評価する

指 であり、出 、 査 、 合他社の 3 者のアク ンに 目し、 同一 分 、出 年の他の

特 との相対 により で評価を行う。 

出 の 化 の意 査 、 出 など） 

行 としての 査 からの認知 理 通知に 用された など） 

合他者からの 目 、異 の など） 

このような指 を めたアル リ によって評価を行うため、出 による 化 の意 が高い特

や、 査 や 合他社から 目される特 ど、パテントスコアによる評価結果は高くなる。 

このようなパテントスコアのような自動特 評価 ステ は、おお 特 出 の 査 過情報をパ

ラ ータに でいるため、 々の特 のパテントスコアを するよりも、 のような出 機
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関全 でのデータからその機関の研究 発 や知 理能 を分析する に を発 する。 

No. 名 数 出 数
数

出 数

テントスコ
合

テントス
コ 平均

資 規
資

平均

1 合 8410 16781 50.1% 417945.7 49.7 114095.5 13.6
2 3137 9957 31.5% 161561.2 51.5 58063.9 18.5
3 物 ・ 1384 3029 45.7% 68523.6 49.5 18056.9 13.0
4 大 460 2027 22.7% 24918.7 54.2 16670.9 36.2
5 ・食 合 1107 2624 42.2% 55381.8 50.0 16527.5 14.9
6 302 1126 26.8% 17517.0 58.0 15795.7 52.3
7 合 1153 3588 32.1% 58014.8 50.3 15769.8 13.7
8 大 499 2312 21.6% 26919.2 53.9 15684.3 31.4
9 化 643 3017 21.3% 33389.6 51.9 15326.4 23.8
10 大 517 2170 23.8% 27644.0 53.5 15118.7 29.2
11 名 大 324 1240 26.1% 18040.1 55.7 14832.4 45.8
12 大 178 535 33.3% 10640.5 59.8 14102.1 79.2
13 情報 信 1059 2389 44.3% 51715.0 48.8 12353.8 11.7
14 子力 992 3538 28.0% 48241.7 48.6 11877.7 12.0
15 大 212 1005 21.1% 11990.7 56.6 11856.2 55.9
16 大 大 322 1609 20.0% 17320.2 53.8 11622.4 36.1
17 大 295 993 29.7% 15837.7 53.7 11263.0 38.2
18 力 640 1864 34.3% 32739.4 51.2 11079.5 17.3
19 大 328 1418 23.1% 17810.8 54.3 9803.2 29.9
20 大 241 1088 22.2% 13057.5 54.2 9280.1 38.5  

公的研究機関の特 およ パテントスコア の研究対象機関） 
このような 景より、 々は公的資金が された事業化を志向するような 学連 大 プロ

ジ クトを研究対象にし、プロジ クト全 の研究 発 果、さらにプロジ クト 機関の研究

発 や 用化能 、知的 ネジ ント能 を分析することを目 に研究を行った。 
 

研究方法  

科学 の 用化、事業化を志向するような 学連 大 プロジ クトのう 、特に 大学、

大学で された合計 つの公 学連 研究において、 学連 研究の主要 果である「特 」を

析対象として、その資 価 を 、 イエンスリンケージやパテントリザルト社のパテント

スコア等の定 的なパラ ータを用いてデ ーディリジ ンスし、研究 果の社会 果を 析

する。 

本 の研究対象プロジ クトは の通り

である。 

研究対象プロジ クト  

科学 調 費「重要課題 研究

等の 」 

14年 課題 域 合による

学研究  大学 

15年 課題 大リ ーチ ジ

ネスパーク構  大学 

http://www.jst.go.jp/shincho/program/sen

ryaku_kyo.html 

科学 調 費「 合 域イノ

ー ン 出 」 

18年 課題 未来 ・ イノ

ー ン  大学 

働機関 、日 、住 ークライト、日本 ジ ィジックス、 重工業） 

18年 課題 高 生 イ ージング テクノ CKプロジ クト） 大学 

http://www.jst.go.jp/shincho/program/sentan_ino.html 

働機関 キャノン） 

まず、対象となるプロジ クトから 出されたと考えられる特 件について ンプリングを行った。

なお、データの 等性を担保するため、す て公 情報を用いて 析に した。 

ンプリング 件 

つのプロジ クトの に 事する研究者 を ースから抽出し、まずは同 同 を 全

学

学

形

CK

学 形

14

各プロジェクトの実施期間



― 719―
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析対象として、その資 価 を 、 イエンスリンケージやパテントリザルト社のパテント
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働機関 キャノン） 

まず、対象となるプロジ クトから 出されたと考えられる特 件について ンプリングを行った。

なお、データの 等性を担保するため、す て公 情報を用いて 析に した。 

ンプリング 件 

つのプロジ クトの に 事する研究者 を ースから抽出し、まずは同 同 を 全

学

学

形

CK

学 形

14

各プロジェクトの実施期間

一 の発明者 で 。 

(2012年 07 までに 子化されている日本 内の公報 ) 

同 同 の別発明者が出 している特 を 外するため、公報 の発明者住 の情報を に の

件に するもので 。 

 ・発明者 が 機関に属している場合、 間 業の同 同 は 外。 

 ・その上で発明者住 が 機関の であるものに 定。 

「 」に する出 の で プロジ クトの調査対象範 を定 。 

なお、本 件では、主に発明者 で を行っているため、 ンプリングされた特 は、 に対象プ

ロジ クトの 果でない可能性もある。しかしながら、プロジ クト参画者 々 の研究資金 によ

る 果があったと見 し、研究 果であるとした。 

続いて、 ンプリングされた特 明 書を用いてパテントスコア、 イエンスリンケージ等の定 デー

タを 出し、分析に した。 

さらに、本研究は 学連 プロジ クトが対象であるため、それぞれの特 を のように分 し、

属 との 分析を行う。なお、過 の報告 ）との を行うため、 明 属 を同

様のものを用いることとした。 

大学 出  

大学・公的研究機関 同出  

大学・ 業 同出  

業 出  

 

結果  

ンプリングの結果、 プロジ クトについて の特 が研究 果として抽出することができた。こ

れらの特 について、 種ステータス、パテントスコアの 出を行った結果を に す。 

なお、 な 析結果については、発 内で 明を行う 

研究対象特  

大リ ーチ ジネスパーク構 176件 

域 合による 学研究 100件 

未来 ・ イノ ー ン 235件 

高 生 イ ージング テクノ 182件 

A B C
利 出

のみ
下

効

大 ーチ ジネ
ス ーク 想

大 2003 2007 176 105 71 10 93 2 66 39 0 38 32 1

融合による
放 点
成

大 2002 2006 100 50 50 3 47 0 36 14 0 21 27 2

・ イ ベー
ション 点 成

大 2006 2015 235 176 59 9 152 15 56 94 26 47 11 1

生 イメージン
テク ブ

大 2006 2015 182 116 66 14 86 16 18 60 38 59 7 0

数 レイテ ン ステー ス
調

数
プ ジ クト 実

度 度 有効 無効
レイテ ン ステー ス

調
「 融合 イ ベー
ション 出 点 成」

調
「 題解
等の 」

 
、 プロジ クトの特 果およ そのステータス 特 価  

プロジ クトについて、 査 、 査定 、 合スコア、最高スコア等のパラ ータの

出を行った ）。その結果、 同 のプロジ クトについて したところ、

大学が 大学よりも出 、 査 、特 のいずれも多く、 合スコア、最高スコアともに

大学の「未来 ・ イノ ー ン 」事業がもっとも高い を した。 
パテントスコアのような自動特 評価 ステ は、ステータスや 用 といった 過情報を く

するため、 過年 が大きくなる どスコアが高くなる 向があるにも関 らず、 続プロジ ク

トの 合スコア、最高スコアが高くなっている、このことは、過 に されたプロジ クトの知

見や 験を まえて、 策的に 続プロジ クトの 計を行い、さらに 機関についてもプ

ロジ クト ネジ ントや知的 ネジ ントの を行った 果であることが 定される。 
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数 率
定

数

定

率
*

有
数

共 有
数 数

平均 数
（１ 報 た

り）

合
スコ スコ

大 ーチ ジネ
ス ーク 想

大 176 141 ( 80.11% ) 67 ( 65.69% ) 118 58 52 4.35 531.6 74.8

融合による
放 点
成

大 100 82 ( 82.00% ) 38 ( 55.88% ) 70 30 18 5.65 191.6 75.1

・ イ ベー
ション 点 成

大 235 167 ( 71.06% ) 57 ( 78.08% ) 163 72 12 3.74 545.8 97.6

生 イメージン
テク ブ

大 182 92 ( 50.55% ) 18 ( 56.25% ) 115 67 4 3.92 481.2 84.2

調
数

プ ジ クト 実

 
）2012/7/31の 過情報を 用。 

） 査定 査定件 査 件 － 特 ( 査中)件 ） 

、 プロジ クト研究 果特 の関連指  
 

考察  

本研究で行った研究は、報告書で のあったプロジ クト参画者 を基に、発明者を抽出し、プロジ

クト研究 果としての特 を定 したものであり、プロジ クトの の 果である特 の を対象に

していない。このため評価精 は ると れる。しかしながら、現 まで主に評価 の主観が中心

であったプロジ クト評価について、 的な 果 をもとに定 的な評価を行える新 な評価方法を

することができた。 

また、 評価対象にした公的資金で行 れた 学連 プロジ クトは、PDCA イクルが働き、プロ

ジ クト 画の でもプロジ クト ネジ ントの でも 向きな が行 れていることが、本評価

方法を用いて確認できた。 、 評価したような 学連 プロジ クトと科研費のような基 科

学を中心に行うような公的資金について を行うことにより、より 資 の高いプロジ クト

画に資するような評価方法を していきたい。 
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